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令和2年度（第5回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
趣旨 
海外における日本食・食文化の一層の理解深化と日本産農林水産物・食品の輸出促進及び事業者の輸出意欲の喚起に
向けて、日本産農林水産物・食品の輸出に関わる業務に携わる団体または個人を広く発掘し、その取組内容を表彰するとと
もに、取組内容を広く周知することにより、食品産業全体での日本産農林水産物・食品の輸出を促進することを目的としてい
ます。 

 
 
主催等 
主催：公益財団法人食品等流通合理化促進機構 
後援：全国商工会連合会 

全国中小企業団体中央会 
株式会社日本政策金融公庫 
公益社団法人日本農業法人協会 
独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO） 
 

 
賞の種類 
農林水産大臣賞…4点 / 農林水産省食料産業局長賞…６点 / （公財）食品等流通合理化促進機構会長賞…４点 
 

 
表彰対象 
表彰対象事業者は、我が国の農林水産物・食品の輸出に係わる業務に携わる団体（企業、法人、任意団体等）又は個
人とします。 

 
 
選賞基準 
学識経験者・有識者からなる「輸出に取り組む優良事業者表彰審査委員会」を設置し、「輸出に取り組む優良事業者表
彰選賞基準」により審査委員が選考を行いました。 

 
 
審査経過 
第 1回審査委員会  令和 2年５月 7日（木）：優良事例募集要項・スケジュール等の検討・確定     
参加者募集   令和 2年 6月 1日（月）～8月 14日（金）：応募者 96社（団体） 
第 2回審査委員会  令和 2年 9月 3日（木）：受賞候補を選定し、候補者に対し現地訪問調査を実施 
第 3回審査委員会  令和 2年 10月 8日（木）：現地訪問調査結果等を参考に審査し、候補者を最終確定 
表彰式典   令和 2年 12月 11日（金）16:00～17:30:ザ・キャピトルホテル東急 
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目 次 
農林水産大臣賞 

■株式会社柴沼醤油インターナショナル（茨城県つくば市）      01 
日本の伝統を守り、現地の嗜好にあわせ商品開発 
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世界中の飲食店と豊洲をダイレクトに繋ぐweb受注 
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安心安全を強化、世界の富裕層に日本の乾麺！ 
 

 
農林水産省食料産業局長賞 

■稚内東部株式会社（北海道稚内市）       09  
北海道産ブランドとして魚介類を世界に届ける！ 

■出羽桜酒造株式会社（山形県天童市）       11 
香り豊かな吟醸酒の魅力を世界中へ発信 
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雪室で熟成させる加工方法で牛肉を高付加価値化 

■井村屋グループ株式会社（三重県津市）       15 
米国向け日本産アイスのシェア８割を獲得 

■あづまフーズ株式会社（三重県三重郡菰野町）       17 
 寿司ネタにとどまらず独自の商品展開で市場を開拓 
■株式会社和田萬（大阪府大阪市）        19 
世界に本当のおいしさを届ける「世界一焙煎」技術 

  
公益財団法人 食品等流通合理化促進機構会長賞（CHALLENGE賞） 

■一般財団法人北海道食品開発流通地興（北海道函館市）     21 
北海道産品の海外販路を開拓し輸出をサポート 

■株式会社 epoc トレーディング（東京都港区）       23 
仕入・輸出入・現地販売をグループで一貫流通！ 

■奥飛騨酒造株式会社（岐阜県下呂市）       25 
日本酒を気軽に楽しめる定番酒として提案 

■さとの雪食品株式会社／四国化工機株式会社（徳島県鳴門市/板野郡北島町）   27 
現地の食生活に合わせた製品開発を継続！        
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■輸出に取り組む優良事業者表彰（第 1回～第４回）      29 
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輸出国別金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

日本の伝統を守り、現地の嗜好にあわせ商品開発
取り組み内容 輸出実績の推移

取引食品メーカー数（社）

●日本食に関心を持つ地域に出向き、現地の
嗜好や欲しいものを把握、現地の要望には４
日以内のスピード回答。要望を元に自社にて
商品開発、自社及び国内OEMメーカーとマッ
チングし、生産・出荷を実現させる。

●国内中小食品メーカーの海外輸出をコンサル
ティング。海外現地の販路を紹介、食品分
析・食品表示、品質管理、ラベル製作を自社
で行い、メーカーの負担を軽減させ、輸出への
チャレンジを後押しする。

●大手の進出が進んでいない海外現地商社・ 小
売店・レストランを自ら訪問し開拓。構築してき
た信頼関係により、取り扱いを継続していただく。

株式会社 柴沼醤油
インターナショナル
（茨城県つくば市）

海外生産 加工 運輸
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Non-GMOに対応

必ず世界一GMOの規制が
厳しいトルコへ輸出することを
誓い、JETROイスタンブール、
茨城両事務所・石光商事・
当社の共同プロジェクトを結
成。各国の分析結果、農政
局の通関必要書類や現地輸
入会社と調整等、約4年かけ
輸出を実現。

国内には伝統を持ちながら
も国内消費減少により、事
業継続が難しい中小食品
メーカーが多い。伝統を失く
してしまうと復活が難しい。
日本の伝統を守りたい。

伝統技術を海外へ

国内中小食品メーカーへ、
輸出をコンサルティング。海
外の販路に繋げ、事業継
続意欲復活に貢献。また、
海外の嗜好ニーズに合わせ、
当社で製品開発し、国内
食品メーカーとマッチングし、
小回りの利く輸出を実現。

海外現地の小売店・飲食
店・商社より、現地嗜好に
合わせた味・香り・オーガニッ
ク・グルテンフリー等の要望
を受ける。すぐに対応しなけ
れば、商機を逸してしまう。

要望スピード実現

柴沼醤油㈱等での経験に
て培った品質管理・商品開
発技術を元に実現可能性
を即座に判断。当社支援
先の中小食品メーカーとマッ
チングを行い、4日以内に
必ず返答。技術のある連
携先を持つ強みを活かす。

●現在は社員５名でそれぞれの経験や知識・ノウハウで事業を実現しているが、今後拡大さ
せていくときに、当社としての質を確保できるよう、人材育成の仕組みを構築したい。

●現在NPOとともに農業体験等のイベントを開催し、国産大豆の生産を増やす活動を行っ
ている。農業生産者になりたい人を増やす活動につなげ、日本の農産物が世界に展開し
ていくことを誇りに思って生産できるようにしたい。

●日本の伝統である日本食を世界へ広めるために、食品輸出コンサルティング活動を講演等
で積極的にフルオープンで行っていく。

今後の展望 ▲イタリアSANA展示会2019

フランス▶
SIAL2018

伝統技術を海外へ

●当社設立前、創業330年柴沼醤油㈱18代目として伝統を守り続けることを決意する
も、主要取引先の酒屋等小売店が減少、人口減少の中、食の洋食化など国内マーケッ
トのみであることに危機を感じた。

●日本の伝統を守った醤油づくりの蔵を探すオーストラリア（メルボルン）の商社より、現地へ
の出荷を打診され、輸出の具体的な方法を知ることで、実現可能性を感じる。

●初めての輸出先であるメルボルンにおいて、自らの足で小売店や飲食店を回り、顧客を開
拓。輸出の規模拡大と他社の輸出支援を行う中で、輸出専門会社を設立した。

日本国内ではGMO(遺伝
子組換え)混入5%(EUで
は0.9%)以下まで許容さ
れているが、トルコでは0%
であり、トルコ政府分析機
関での認証が必須である。

課題と解決のポイント

輸出に取り組んだ背景

◀グルテンフリー照り焼きソース
(中部エリア醤油メーカーにて生産）

▲330年の江戸時代からの伝統のある
木桶の蔵が残る柴沼醤油㈱
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HACCP
仕分け
加工
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マグロ
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・アメリカ
・ベトナム
・中国 ほか

輸出の仕組みチャート

世界中の飲食店と豊洲をダイレクトに繋ぐweb受注
取り組み内容 輸出実績の推移
●デジタル化の先駆けとして、自社で海外版受
発注システム「Tsukiji OFM System」を開
発。世界中の飲食店がどこからでも、豊洲の
入荷状況をリアルタイムで閲覧し、発注が可
能となる仕組みを構築。

●SNSを通じて世界中の飲食店と直接コミュニ
ケーションをとり、きめ細かいサービスにも対応。

●受注確認後に魚を仕入れ、HACCP加工場
で仕分け梱包して航空便またはコンテナ便で
現地へ出荷。現地ではディストリビューターが
店舗に配送。北米を中心とした世界約20
都市に輸出。

株式会社 築地太田
（東京都江東区）

海外生産 加工 運輸
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

輸出業務自動化

現地の飲食店からの受注
データは現地ディストリビュー
ターとも共有されている。
受注データに基づいて仕入
出荷関連だけでなく通関に
必要な書類及び現地での
配送リスト等、輸出業務は
ほぼ自動化されている。

通常、商社を介した取引で
は価格決定権は先方にあ
り、思うような営業活動がで
きず、お客様との関わりも薄
い。直接繋がり、成長性の
あるビジネスにしたい。

直接取引実現

ディストリビューターとの役割
分担を明確にした。先方に
は、営業活動、配送、代金
回収をおもな業務としてもら
い、為替を考慮した売価は
当社が決め、顧客対応も
当社がおこなう仕組みをシ
ステム導入により実現。

HACCP加工場での高い衛
生管理でパッキングをおこ
なっても、現地の飲食店に
届くまでの高品質を担保す
るのが課題であり、試行錯
誤を繰り返した。

鮮度管理徹底

鮮魚を傷めることが無いよう
に、出荷時は荷崩れ防止
用にラッピング。コールド
チェーン構築のために容器
の大きさ・材質・梱包資材・
氷の量等をロジスティクス会
社や現地ディストリビュー
ターと一緒に研究開発。

●新型コロナの影響で同行営業や展示会出展がむずかしい中、さらなるデジタル化をすす
め、取引見込みのあるお客様には当社と直接繋がるアプリのQRコードを送付。お客様はス
マホ等でアプリからログインすれば直接当社スタッフと商談、ご注文できる仕組みを開発。

●九州の水産業者と組んで朝どれ鮮魚を福岡から羽田に空輸し、豊洲の加工場で同梱して
海外に出荷する新たな付加価値物流システムの構築を始めた。拡大を検討中。

●豊洲市場の約500の仲卸や、全国の鮮魚出荷業者と連携すれば、日本ブランドの鮮魚
輸出を更に拡大することができる。海外輸出プラットフォームの構築をめざしたい。

今後の展望
▲HACCP加工施設

箱内の温度を低温で保つ
特殊パッキング。
温度データロガーによる綿密
な温度管理。

鮮度輸出業務自動化

●以前より取引のあったベンダーから香港の飲食チェーンを紹介され、鮮魚を納品したことから
輸出がスタート。2014年輸出部門としてオータフーズマーケット(株)を設立。

●デジタル化を目指し、システムを構築して世界各国のシーフードショーに参加する。高品質を
売りにして次第に取引国をふやしていく。

●2015年築地市場内に加工場を開設しHACCP認定取得。アメリカのディストリビューターと
組んでニューヨークをはじめとした北米の飲食店を開拓。シェフの口コミで世界に拡大した。

受注してから出荷に至るま
で、輸出に必要な書類は
多岐に渡る。人的事務作
業では正確性やスピードに
問題が生じ、生鮮品の受
注拡大へと繋がらない。

一覧
画面
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醤油
味噌
茶

・イギリス
・ドイツ
・アメリカ

輸出の仕組みチャート

世界40ケ国に伝統的な日本の食品を紹介・販売
取り組み内容 輸出実績の推移

輸出主要3品目構成比推移

●伝統の製法を守り続けている日本の食品
メーカーを探し求め、当社が輸出している国
の生活と文化及び宗教に合わせて商品化
の提案を実施。

●世界各国で開催される展示会にミトクとし
て積極的に参加し、日本の伝統的食品
メーカーの海外向け商品をPRして商談に繋
げる。現地ディストリビュータ－と同行営業も
実施。

●現地ディストリビュータ－が営業受注した商
品を日本のメーカーから買取り、20フィート
コンテナに満載して船便で輸出。

株式会社 ミトク
（東京都港区）

海外生産 運輸
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

伝統製法の維持

創業以来５０年、培ってき
た専門知識を活かして、当
社が中小メーカーでは対応
が難しい有機原料の確保。
更に、海外の市場で売りや
すい味・色・香等を提案。
英語のパンフレットを作成し、
展示会でPR。

FSMAやGFSI認証等、現
地顧客の要求は強まってい
る。包材規制や食品安全
に関する各国の法律が厳し
さを増している。日本の中小
メーカーでは対応が困難。

国別規制の対応

定期的にメーカーの商品情
報や食品安全情報の更新
を確認。食品安全に関する
顧客からの要求を日本語
翻訳メーカーをサポート。
メーカーにはHACCPや
FSSC22000導入を働き
かける。

輸出には運送コストと販売
代金回収リスクが伴う。当
社が取り扱うのは中小メー
カーの多品種少量であるた
め、受注にその都度対応す
るとコストとリスクが高まる。

流通コストの削減

輸出している地域または国
別に現地ディストリビュータと
契約しており、営業と物流
を任せている。海外から受
注に応じて各メーカーから商
品を買取り、２０フィートコ
ンテナを満杯にして、船便で
輸出を行う。

●近年【食】の安全性に対する消費者の関心が高まり、食品に関わる企業への安全に対する要
求が厳しくなりつつある。当社は原材料の調達の段階から関わり、原産国・流通過程までも調
査し、食品の安全が確認できる原料から品質を保証する体勢を更に強化する。過去50年で
蓄積したノウハウを活かし、さらなる向上を目指し、日々努力を行う。

●オーガニックからグルテンフリーとアルゲンフリー、更にコーシャ製品へと食品に対する世界の要求
は変化している。日本の伝統的食品においてもこれらの基準を満たすことが必須となる。メー
カーだけではリスクが大きいので「MITOKU」ブランド商品を開発し、リスクを分散させる。

今後の展望
▲展示会のミトクブース

▲海外向けホームページ
▲ミトクブランドオーガニック製品▲レシピの解説

●1967年創業者風間昭美が、マクロビオティックの実践者としてアメリカで最初の自然食品
会社の経営を始めた久司道夫氏ご夫妻と出会い、「日本のマクロビオティック食品の輸入
に協力してほしい」という要請を受け、日本中の”ほんもの”の自然食品を探し、厳しい輸出
規制と検査・為替管理の下で輸出をスタート。1969年に(株)ミトクを設立。

●日本の高度成長期に、流通に乗り切れない中小食品工場の状況を目の当たりにして、昔
ながらの製法を貫き続ける小さなメーカーを輸出によって守ることを決意。

伝統を守っているメーカーで
は流通に乗り遅れるだけで
はなく、原材料の確保が難
しくなってきた。更に厳しい
安全衛生への対応が求め
られる時代になっている。
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そば
うどん
そうめん

・アメリカ
・カナダ
・イスラエル

輸出の仕組みチャート

安心安全を強化、世界の富裕層に日本の乾麺！
取り組み内容 輸出実績の推移
●1970年頃から、日本の輸出商社経由で北
米の日系スーパーに販売。1990年頃からアジ
ア系スーパーに販路拡大。1990年代後半か
ら欧州やアジアに販路拡大。

●中国メーカーとの差別化を図るため食品安全
の強化に着手。2002年乾麺メーカー第1号の
HACCP認証取得。2005年にはISO22000
認証取得。北米と欧州での販売が伸長。
2012年FSSC22000認証取得。

●2014年アジアのムスリム向けにHALAL認証
取得。中東諸国への輸出もスタート。2018年
12月に米国主流層向けにグルテンフリー乾麺
発売開始。

東亜食品工業
株式会社

（兵庫県姫路市）

海外生産 加工 運輸

国内
製粉
会社

北海道
委託
栽培

仕
入 輸出用乾麺

・うどん
・そうめん
・そば
HALAL乾麺
グルテンフ
リー乾麺

輸入業者
国
内
輸
出
商
社

飲食店

流通
チェーン

納
品

仲介

買
取

発注

納品・販売

船便40ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ
年間10本 保

管

納
品

納
品

輸出金額の推移（百万円）

輸出金額の国別構成比推移
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●1945年製粉事業で創業。1947年乾麺の機械製造に着手。日本の商社からの依頼で
1970年からアメリカ西海岸の日系スーパーにソーメンとうどんを販売開始。乾麺は常温で
長期保存が可能であるため、神戸港から船便で輸出され、日本のビジネスマン等の人気を
集め自然に売上が拡大。

●現代表者が1990年入社し、商社と同行セールスを行い海外市場の更なる拡大可能性
を確信。現地に合わせた商品化を積極的に展開。出遅れていたアジア市場での市場拡大
をめざし、富裕層をターゲットにたHALAL乾麺を開発・販売。

輸出に取り組んだ背景

目立つ包装

現地営業マンが説明しなく
ても売れるように、日本語に、
英語の表記と調理の説明
を加えた。文字だけでなくイ
ラストや図も使い分かり易く
した。売場で他の商品に埋
もれないようにまとめ買い用
大容量パッケージを開発。

アメリカでは輸入食品に対
する安全ルールが厳しくなっ
ている。FDA（食品医薬
品局）の定めるルールや規
制を遵守しなければ輸出で
きなくなった。

食品安全ルール

1970年頃から現地との情
報交換を通じて法令遵守
を進めてきた。2002年に
HACCP認証を取得し、翌
年バイオテロ法が施行され
た時も素早くFDAに施設登
録。その後もISO22000と
FSSC22000認証を取得。

北米中心に拡販を行ってい
る間に、アジアの市場は日
本・台湾・中国の低価格乾
麺製品の競争が激しくなっ
ていた。旧来製品では価格
競争に巻き込まれる。

アジアでの拡販

アジアでは人口増加が今後
も続くことは確実であり、イス
ラム教徒の構成比が高いこ
とに注目。イスラムの食文
化に対応する製品で差別
化することを決意。日本ア
ジアハラール協会の指導を
得てHALAL認証を取得。

●東アジア諸国ではベビーフードにおいても安全な日本製食品へのニーズが高い。米粉麺製
造技術を活用してアレルギーフリーのベビーフード乾麺の製品化を進めている。

●重要な輸出先となっているイスラエルは日本との直行便が開設される予定であり日本食の
市場拡大が見込まれる。ユダヤ教に基づくKosher認証を取得し、イスラエルだけでなく北
米の新たな市場を開拓する。

●現在30カ国への輸出を行っているが更に多くの国への輸出を計画している。価格競争に
巻き込まれないよう、原料にもこだわり安心安全とおいしさを更に追求する。既に北海道の
生産者に契約栽培を委託し、特別栽培基準小麦粉使用の乾麺を開発している。

今後の展望 英語包装▶ ▲日本アジアハラール協会
からHALAL認定▲FSSC22000認証

▲試作中のベビーフード

食品安全ルール
北米では日本の包装で出
荷したが、日本語表記を理
解できる消費者は半分もい
なかった。レストランの厨房
スタッフも同様に日本語の
説明を理解できなかった。

課題と解決のポイント

▲グルテンフリーラーメン
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貝柱冷凍
秋鮭ドレス
秋鮭フレーク

・中国
・台湾
・ＥＵ

輸出国別金額の推移（百万円）

北海道産ブランドとして魚介類を世界に届ける！
取り組み内容 輸出実績の推移
●日本の最北端に位置し、日本海とオホーツ
ク海の恵まれた漁場から水揚げされた水産
物を加工し、コンテナに積載、海外へ輸出。

●水揚げシーズンに当たる春から秋は帆立加
工、秋は秋鮭ドレス加工。オフシーズンは、
冷凍原料を解凍し、秋鮭フレークを加工。
年間安定雇用を行う。又、それにより加工
技術の継承も計っている。

●HACCP認定工場。更にMSC認証を受け
た帆立貝を加工流通する為、CoC認証を
取得し、輸出先国に安心安全を届けるた
めの努力を続けている。

稚内東部株式会社
（北海道稚内市）

海外生産 加工 運輸

北
海
道

漁
業
協
同
組
合

連
合
会

加工
秋鮭：ドレス

フレーク
帆立：貝柱冷凍

各
国
の
輸
入
業
者

加
工

飲食店
小売店

納
品

納
品

販売

仕
入

海上
輸送

商
社

販
売

納
品

各
国
へ

北海道産
帆立貝

MSC認証

CoC認証

対米輸出水産食品取扱認定施設

対EU輸出水産食品取扱認定施設

各
漁
業

協
同
組
合

輸出品目別推移（百万円）

輸出の仕組みチャート
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
帆立需要量が変動

日本水産㈱と共同で帆立
のブランドとして「北海の玉
手箱」の名称をつくり、
2018年にブランド化。帆立
出荷量の30%程にブランド
名をつけて出荷。日本の北
海道産のイメージを訴え、
安定的な需要をつくりたい。

帆立は夏から秋にかけて、
秋鮭は秋に漁獲され、加
工の人手も同時期が最盛
期である。常時雇用のため
には、オフシーズンでの仕事
を確保する必要がある。

人手の確保

オフシーズン（冬期）に冷
凍保管している秋鮭を活用
し、秋鮭フレーク加工を行う。
年間を通した加工業務を
行うことで安定的な仕事量
を確保し、雇用につなげ、
且つ加工技術の継承を計
る。

2013年に北海道漁業協
同組合連合会がMSC認
証を取得。世界中でサス
ティナブルな活動が重視さ
れ、エコ活動への取組みを
重視されるようになってきた。

国際認証の取得

MSC認証を取得している
漁業者の魚介類のトレーサ
ビリティの確保を示すため、
当社では平成25年8月に
MSC CoC認証を取得。持
続可能な世の中を求める
消費者へ、安心を届ける一
躍を担っている。

●帆立貝は国内有数の安定した資源でもあり、又、農林水産物で輸出額トップはホタテであ
る。但し、それを処理する人手は不足しており、今後、機械化による省人化、処理方法で
の工夫及び商品の多様化を検討。

●水産資源の資源量は海洋環境の影響を強く受けやすく、資源の安定は保証されたもので
はない。よって、工場の稼働、又、従業員の年間を通した安定的な仕事を確保するため、
新たな加工品、又、他の魚種の扱い等を検討。

今後の展望
▲ブランド「北海の玉手箱」

人手の確保 国際認証の取得帆立需要量が変動

●昭和47年に東部物産貿易㈱稚内支店として設立し、当初は真鱈のフィッシュブロックの加
工輸出販売を行っていた。水産資源により扱う魚介類が変化、現在は帆立・秋鮭を加工 ・
輸出する。

●平成27年10月にニッスイグループとなる。海外需要の高まる帆立等の貝類商材の有力な
原料調達拠点としての位置づけに加え、宗谷稚内エリア全体の地場産業の発展へも貢献
する。

帆立は国際商品ではある
が、毎年浜値は変動し、又、
サイズもばらつく。又、日本
以外でも漁獲される為に
マーケットは変化する。

秋鮭の加工の様子
▲帆立貝水揚げ風景

帆立加工（凍結前）の様子
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・アメリカ
・香港
・オーストラリア

輸出の仕組みチャート

香り豊かな吟醸酒の魅力を世界中へ発信
取り組み内容 輸出実績の推移
●地酒メーカーとしては業界に先駆けて1997年
から輸出に取り組む。現在34か国と取引中。
地酒メーカーの中でも吟醸酒を中心とした日
本酒の高付加価値化をリードし、酒造りを日
本の誇る文化として、海外に積極的に発信。
日本の食文化の一つとして吟醸酒の魅力を
伝えている。

●輸出パートナーや現地販売者を日本酒の代
弁者と位置づけ、彼らへの日本酒に関するレク
チャーに非常に力を入れており、時間をかけて
理解を促している。

●世界最大の品評会インターナショナルワイン
チャレンジではチャンピオンを2度受賞するなど
海外での評価はトップレベルである。

出羽桜酒造株式会社
（山形県天童市）

海外生産 加工 運輸

酒米
仕
入
れ

日本酒
製造
受発注

プロモーシ
ション

各
国
の
輸
入
業
者

貿易
商社

レ
ス
ト
ラ
ン

ワ
イ
ン
シ
ョ
ッ
プ

納
品

仲介

販
売

直接取引 リーファー
コンテナ

スウェーデン・
フランス

吟醸酒
純米吟醸酒
大吟醸酒
純米大吟醸酒

国別輸出金額の推移（百万円）

アイテム別輸出金額の推移（百万円）
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

GIの認定

酒造りはその土地の水と米
を用い、その蔵でしかできな
い固有のものであることを、
ワインの生産ストーリーの様
に伝え続けていく。酒米農
家などの生産者にも海外の
様子を伝えるため現地視
察を検討中。

日本酒の輸出は長期間の
輸送を伴うため火入れの日
本酒が主流であった。しかし
日本酒本来のフレッシュな
味わいを楽しむためには生
酒が適している。

脱酸素装置

生酒の輸送を可能にするた
め、大手メーカーとともに適
度な酸素量をコントロール
することが可能な脱酸素装
置を開発。生酒を長期間
輸送しても香りや味、色が
劣化せず、安心して楽しめ
るようになった。

国際空港内の免税店市場
は重要な拠点と位置づけて
おり、台湾の台北松山空
港では地酒メーカーとして最
も早く免税店と直接取引を
開始した。

免税店での販売

免税店は人目につきやすく、
日本酒に触れたことのない
人にも魅力を伝える機会を
創出する。販売員には日
本酒の魅力や商品の特徴、
酒蔵の違いなどを伝え、自
信を持って販売できるような
サポートを行う。

●これまでは関係者限定公開だった蔵を一般に開放し、こだわりの酒造りを見学できる酒蔵
ツーリングをまもなくスタートさせる予定。コロナ禍で今は難しいが、将来的にはインバウンド
需要を見込んでいる。酒造り体験や出羽桜美術館の見学もルートに組み入れる。

●アメリカ全土で価格に差異がないよう同一価格にコントロールしていく予定。飲食店のみな
らず小売にも力を入れ定着させる。中国は10都県輸入禁止措置が解禁になれば有望。

●食の分野だけなく他業種とのコラボを通してライフスタイルの中での日本酒をPRすることを考
えている。また、地域の産品と合わせた日本酒輸出も積極的に取り組んでいく。

今後の展望 ▲現地展示会の様子▲輸出商品出羽桜

▲現地小売店での陳列

▲現地飲食店での試飲会の様子

脱酸素装置 免税店での販売

●少子化で国内シェアが低下することを見込み、1997年より輸出をスタート。当初はアメリカ
から、次に香港に向けて輸出を開始した。アメリカは現在も輸出売上の約4割を占める。

●当時海外では吟醸酒と普通酒の区別なく「sake」と一括りにされていたため、自社のこだわ
りである精米比率の高い香り豊かな吟醸酒を展示会などで積極的にPRしてきた。日本や
地元山形の風土、文化とともに吟醸酒を楽しんでもらうため、生産ストーリーを伝えた。

●輸出国ごとに販売パートナーを１社に限定し、信頼関係が構築できたパートナーに依頼。

社長が代表を務める山形
県酒造組合では、山形県
産の日本酒に対して、地理
的保証制度GIの認証を取
得。ワインと同じように土地
と酒の相関性を伝える。
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雪室熟成
・和牛
・交雑牛

・アメリカ
・シンガポール
・ベトナム

品目別輸出金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

雪室で熟成させる加工方法で牛肉を高付加価値化
取り組み内容 輸出実績の推移
●新潟県の山間部で昔から使用されている
雪を使った天然冷蔵庫『雪室』にて国産牛
を保存熟成させ、オリジナルブランド「雪室
熟成和牛」「雪室熟成交雑牛」として海外
に輸出。2019年末からアメリカ向けをスター
トさせたところ、売り切れが続出。現在はア
ジア圏のほか特にアメリカで爆発的に売上を
伸ばしている。

●地元畜産農家とともに開発したオリジナルブ
ランド越乃黄金豚も海外展開を行う。

●3年前の輸出開始時から約10倍ほど輸出
額が伸び、特に雪室熟成和牛・交雑牛は
国内よりも海外でのニーズが大きい。アジア
ではベトナムの市場も拡大している。

株式会社ウオショク
（新潟県新潟市）

海外生産 加工 運輸

農協
畜産農家

屠場
加工

雪室
保存熟成

デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
タ
ー

業務用
ホテル
飲食店

小売用
宅配

スーパー
納
品

空輸運
送

購
入

自社工場
最終加工
出荷

輸出手続

運
送

納
品

国別輸出量の推移（kg）
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

高付加価値化

日本の風土を生かし独自
の熟成方法を開発し、ブラ
ンド化。商標を取得。産地
ブランド化とは一線を画し、
加工（熟成）の方法で高
付加価値化を推進したこと
で、独自性と差別性が生ま
れた。

輸出可能な屠場から雪室
へ蔵移しをすることは、当時
の厚労省規定で許可され
ていなかった。その間、豚肉
の輸出に専念するが和牛の
PRも積極的に行った。

許認可をクリア

輸出牛肉における厚労省の
規定が緩和されたことにより、
まずはアジア輸出が実現。
すぐに国内食品衛生基準
査定の準備を進め、許可を
取得。事前PRやアジアでの
評価が話題を呼び、アメリカ
では最初から好評を得た。

海外の和牛ニーズは大きい
ものの産地ブランド化が進
み、飲食店や消費者にとっ
てマンネリ化が起こっている。
高級店では特に新しい商
品の提案を求められている。

ストーリー化

熟成牛は認知が進み定番
商品であるが、雪室熟成の
場合は熟成方法に風土を
感じられるストーリー性があ
ることで、世界中の誰にでも
伝わるわかりやすさがあった。
飲食店でも顧客に説明し
やすいと高評価を受ける。

●新たな取引先としてマカオ、オーストラリア、カナダ、台湾から引き合いがあり交渉を進めてい
る。今年から日本の牛肉の輸入を開始する中国市場へのアプローチも行っていく。

●アメリカとは取引が始まって1年も経っていないが、他国と比較し売上額はかなり大きい。コロ
ナ禍により4月以降の注文は休止状態であったが11月出荷で輸出再開。今後のニーズの
高まりに期待している。

●代表は、にいがた雪室ブランド事業協同組合の副理事長を務めている。雪室熟成の他の
県産品も合わせた輸出の展開を模索している。

今後の展望
▲雪室では1ヶ月間熟成させる。
温度1〜2℃、湿度は90%
以上に保たれ、アミノ酸が増加。 ▲ベトナム納入先のメニュー

許認可をクリア ストーリー化

●県や市より食肉輸出の後押しがあり一部助成金を活用し、輸出認定工場と連携して
2015年より豚肉の輸出を開始。一方、牛肉はアジア圏、アメリカの市場で他県産が出回
り、新潟産は太刀打ちできない状態であった。

●2011年、新潟の風土を生かして雪室で熟成させる和牛商品の開発を開始。しかし厚労省
から輸出の認可が下りず規制緩和まで2年間待った。18年アジア向けの輸出を開始、19年
には国内の食品衛生法の基準をクリアし、同年11月からアメリカへの輸出をスタートさせた。

アジア圏やアメリカなど、主
な和牛の市場には鹿児島
産や宮崎産など他県産の
和牛がすでに大多数のシェ
アを握り、価格的にも太刀
打ちできなかった。

▲シンガポール・シャングリラ
ホテルでのプレゼンの様子

雪室は雪を使った天然冷蔵庫 ▼部分肉で出荷（チルド）
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和風
アイス

・アメリカ
・台湾
・香港

輸出金額の成長率（2017年実績を100%として）

輸出の仕組みチャート

米国向け日本産アイスのシェア８割を獲得
取り組み内容 輸出実績の推移

国別輸出金額の推移

●日本産アイスの輸出額は年々大きく増加し
ているが、同社はアメリカ向け専用商品の
開発によって、日本からのアメリカ輸出シェア
の８割を獲得している。他現在37か国と取
引を行う。

●国内レシピとは異なる輸出商品用のレシピ
を開発しアメリカFDA基準をクリア。原料だ
けでなく、パッケージに使用する糊やフィルム
の構造まで輸出専用に開発。同様の手法
でアジア諸国にも展開している。

●輸出の直接取引としては他メーカーの後発
であったが、地道で丁寧な対応と販売戦略
が奏功し、輸出売上で全売上額の１割を
目指す。

井村屋グループ株式会社
（三重県津市）

海外生産 加工 運輸

原材料
乳製品
小豆

抹茶など

開発・製造
自社工場

・輸出専用
PB商品

・国内商品

各
国
の
輸
入
業
者

自社
ラベリング

検疫

日本食
レストラン
寿司

チェーン
量販店

納
品

納
品

仲介

直
接

取
引

商社

海上運輸

仕
入
れ

間
接

取
引
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

FDA認証を取得

厳しい基準をクリアした輸出
専用商品は、他の輸出国
にも適応するものである。当
初厳しい基準をクリアしたこ
とで以後の取引には信頼
性が増し、オーストラリアや
シンガポールなどにも商品を
納めている。

大きな市場であるアメリカ向
けに専用商品を開発。現
地ディストリビューターとの調
整や連携によって、現地ニー
ズを踏まえた商品開発に成
功。売り上げを伸ばしている。

専用商品に活路

「品質が一番の販促」が同社
の売りであり、現地の顧客満
足度の高い商品開発を行っ
たことで、日本からのアメリカ向
け輸出シェアの８割を獲得す
るほどに成長した。モナカアイ
スは手を汚さず片手で気軽に
食べられると人気を得ている。

輸入業者と共同し、香港の
小売店に向けてアイスクリー
ム専用ショーケースを600
台ほど導入。長期にわたる
売り場の確保を見込んでい
る。

専用ケース導入

600台もの冷凍ケースは大
きな先行投資となるが、日
本メーカーの競合が多い香
港市場において、自社ブラ
ンドの訴求のための売り場
の維持、また、新たな取引
店の確保や売り場の展開を
狙う。

●国産小豆を使用したオーガニックのあずきバーを国内で販売中。高価格帯商品となるが、
今後は海外展開も検討している。

●日本産アイスの海外需要は年々高まっており、今後もアメリカの市場拡大を狙う。
●アジア向け輸出額も前年比600%を達成していることから、今後も着実に売り上げ増が期
待される。商社からの問い合わせは増えており、輸出先の拡大を進めていく。

今後の展望

◀輸出用に改良した
やわもち（やわらかい
お餅入り）カップアイス

専用商品に活路

●2013年、海外での日本食ブームをきっかけとし、海外事業戦略部を発足。海外展開へ
注力することとなった。2年のリサーチ期間を経て15年より直接取引を開始した。

●国内アイスの製造メーカーの中で同社の国内シェア率は3%、一方、輸出シェア率は10%
と海外での需要が特に高まっている。全て個包装で出荷。

●海外では日本の伝統食材である小豆や抹茶、また、もちやモナカなど和の食材を使った商
品が好まれる傾向にあり、同社の特徴を活かすことのできる市場である。

アメリカは乳製品の輸入が
厳しく制限されており、輸入
障壁が高い。FDAの厳しい
基準をクリアするために原材
料メーカーの協力を得た。

▲香港の小売店に納入した専用▶
ショーケースは、中の商品が見やすい
構造。
同社商品のみを陳列している。

香港大手小売店
人気アイスランキング▶
当社商品
1位：抹茶つぶあんカップ
2位：つぶあんミルクカップ
4位：黒ごまカップ

10位：たい焼アイス
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水産
加工品

・香港
・台湾
・タイ

輸出の仕組みチャート

寿司ネタにとどまらず独自の商品展開で市場を開拓
取り組み内容 輸出実績の推移

アイテム別輸出金額の推移（百万円）

●海外の日本食レストラン向けに冷凍の水産
加工品を中心に輸出。生食の軍艦の寿司
ネタやおつまみなど、解凍するだけで食べら
れる商品を軸に、ニッチな市場を狙い独自
の商品開発力を活かして輸出に取り組む。

●日本工場と全く同じものをコストの抑えられ
る中国の独資工場で生産するなど、国際
的なビジネスを展開している。一部三国間
貿易となっている。

●物流コストを省くため製造から輸出通関手
続き、一部納品まで一貫して自社で行う。
保税蔵置場も完備。

あづまフーズ株式会社
（三重県三重郡菰野町）

海外仕入 加工 運輸

原料
国産
海外産

取売品
他社

独資工場

仕
入

製造
自社工場

各
国
の
輸
入
業
者

倉庫
納
品

保管

自
社
倉
庫

保
税
蔵
置
場

ラベリング

三国間貿易

自
社
バ
ン
ニ
ン
グ

自
社
通
関

飲食店
スーパー
コンビニ
など

支店

販
売

納
品

国別輸出金額の推移（百万円）

商社
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

自社一貫体制

輸入原料には保税加工を
施し、中間コストを削減す
るために自社保税蔵置場
も完備。輸送を除いたワン
ストップ体制を構築している。
また、海外事業部の体制を
強化するなど、競争力向上
のための取り組みを実施。

海外で人気の日本食だが
寿司市場は飽和状態であ
り、競合が多い。充実した
工場設備、開発技術を有
する同社では、新しい商品
展開を常に模索している。

ニッチ市場の展開

軍艦寿司の具材や一品お
つまみなどが主力商品であ
るが、昨今のおにぎり人気を
踏まえて、新たにおにぎり具
材への展開も開始。マーケッ
トを深く理解しつつ細やかな
現地ヒアリングを実施。他に
はない商品を生み出す。

取引国の増加に伴い、書
籍や公的ソースを用いて主
要輸出先の添加物ポジティ
ブリストを作成している。最
終的には現地に依頼し、確
認作業を行う。

添加物のリスト化

世界中で食の多様化が進
む中、新旧の日本食を楽し
んでもらえる機会を創出す
るため、各国のニーズを踏ま
えつつ、商品開発の段階で
輸出障壁のない原材料を
網羅することでスムーズな商
品開発を実現している。

●海外諸国で進む日本食産業を階層に分けてフェーズ化して観察しており、次フェーズに進
む国との取引を戦略的に見据えている。

●各国のコンビニでブームとなっているおにぎり具材へのニーズは高まっている。今後の市場増
大に向けて、今から自社商品の独自性のある提案を行い、窓口を増やしていく予定。一部
ではおにぎり具材として定番化し、地位を確立することができた。

●今後も海外市場に向け「日本の味」を押し付けず、現場レベルで声を聞いて開発に反映さ
せていく。可能な限りトレンドに沿った商品提案を行う。

今後の展望

カラフトししゃ
も卵が原料の
まさごオレンジ

▼

香港での試食会
実施風景▼

▲自社でバンニングを行う

ニッチ市場の展開 添加物のリスト化

●創業者が1981年より海外事業を展開。90年代から海外支店や海外工場を次々と開設。
アメリカ・カリフォルニア工場は95年にHACCP認証を取得。

●水産加工品を中心に業務用ロットでの輸出、または海外現地生産を展開。日本ではおな
じみとなった「たこわさび」を開発した同社は商品開発力に定評があり、各国のニーズを踏ま
えた細やかな営業提案を行う。

●自社商品だけでなく他社商品も抱き合わせで販売するなど、商社機能を有する。

国内工場、海外支店、海
外工場、独資工場などを持
つことで、産地へ足を運んで
の原料検品から製造、輸
出通関手続きまで一貫して
自社で行っている。

▲香港のおにぎり具材
現地採用メニュー

輸出額1位のお寿
司屋にしんはカラフ
トししゃも卵とにし
んの加工品

◀▲
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胡麻製品
いりごま
ペースト
ふりかけ

・アメリカ
・香港
・中国

輸出の仕組みチャート

世界に本当のおいしさを届ける「世界一焙煎」技術
取り組み内容 輸出実績の推移
●大阪で開催された商談会を皮切りに海外
の展示会に積極的に出展。「日本的」を
キーワードに洋食に合う食べ方を実演。現
地商社との人脈をつくり、同行営業を実施。
代表者自らの飛び込み営業も実施。

●海外での営業と在庫管理は現地商社に依
頼。現地商社からの受注に応じて生産し、
船便で出荷。賞味期間は1年。

●国産原料を安定確保するため、200件の
農家と契約栽培締結。奈良に自社農園を
確保して2009年から栽培。「オーナー制
度」で自給率アップに挑戦中。

株式会社 和田萬
（大阪府大阪市）

海外生産 加工 運輸

輸入
ごま

購
入

受注生産
・いりごま
・ペースト
・ごま油
・加工品

展示会
同行営業
飛び込み

食
品
メ
ー
カ
ー

飲
食
店
・
小
売
店

納
品

仲介

出
荷

営業サポート

船便
200件
契約
栽培

自社
農園

発
注

現
地
商
社発注

輸出金額の推移（百万円）

物
流
会
社

国別構成比推移
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現地と商品開発

現地の商社やシェフ等から、
売れそうな商品を選んでも
らい、ラベル・味・香等、現
地の好みに合わせて商品を
改良。「日本的」を崩さずに、
現地の食生活に合わせた
食べ方と調理方法を展示
会等で実演して需要開拓。

日系ではなく現地の商社や
食品メーカーと取引を行って
いる。現地の生の情報を入
手でき市場は拡大するが、
代金回収リスクと販促経費
拡大リスクが伴っている。

前金でリスク回避

現地商社及び食品メー
カーからの受注生産である
が、入金を確認してから製
造開始。催促されても入金
されなければ製造しない。サ
ンプルの無償提供も取りや
め、全て有償での提供に切
り換え、販促経費を削減。

韓国や中国メーカーとの競
合を避けるため、洋食での
新たな需要開拓をめざして
いる。しかし「ごま」をおいしく
食べる慣習が無く、焙煎技
術だけでは説得力が不足。

提案と実演販売

販促手段となる試作品やレ
シピの開発は社長自身が
行い、営業担当者が活用
する。ふりかけに混ぜるフ
レーバー等のブレンドと試作、
ごま料理のレシピと試食のポ
イント。社長自らクッキング
実演も実施。

●2015年頃から、現地商社等から紹介されて訪日する世界のシェフに日本の食文化を体験し
ていただく活動も開始。自社の焙煎工場だけでなく、木桶の味噌・醤油蔵や柚子畑等、当社
ならではの接待を行っている。今後も継続させ、全世界に当社の愛好者を増やしたい。

●経済が発展し、所得向上が期待できる国や地域への進出を更に推し進める計画である。
次の市場として期待しているのはタイとカナダである。

●最大の課題は自給率の低さを少しでも向上させるために契約農家の拡大と自家農園での
栽培強化を更に推し進める計画である。ごま栽培の機械化を農機具メーカーに提案する。

今後の展望

▲ EU・アメリカ有機製造物加工認証マーク

▲ISO22000認証工場

▲オリジナルキャラクター
「ごまやん」 ▲自社農園・オーナー制度

提案と実演販売

●2010年叔父専務の退職で商品開発と営業を引継ぎ、当社の次なる方向性を検討。日
本の人口が減少しているため、海外に市場を求める事を決意。海外メーカーとは価格では
なく品質で勝負が必要と考えISO22000認証取得を目指し、輸出への取組がスタート。

●2012年ISO22000認証を取得し、国内外の展示会や商談会に積極参加。辛抱強く
人脈づくりを行い、台湾への輸出を実現させた。

●2015年EUとアメリカの有機製造物加工の認証取得。2018年にはFSSC22000認証と
ハラール認証を取得し、世界を市場とする体制を構築した。

海外の展示会や商談会で
日本で販売している商品を
紹介しても現地での関心を
惹くことは出来なかった。知
名度の低さと、食の慣習が
国によって違うことを認識。

▲自家焙煎▼

輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
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水産品
菓子
豚肉

・香港
・中国
・シンガポール

国別輸出金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

北海道産品の海外販路を開拓し輸出をサポート
取り組み内容 輸出実績の推移
●水産品、青果、畜産物、菓子、乳製品な
ど北海道産のあらゆる食品を海外へ輸出す
るための仕組みづくりを行う。これまでにおよ
そ100社ほどを手がけ、販路や商流づくりを
行っている。

●香港そごうにて北海道物産フェアを提案し、
青果や菓子、乳製品の輸出をサポート。こ
のうち菓子メーカー２社がデパート内の常
設店舗をオープンする運びとなった。

●2019年の12月より北海道ポークの香港へ
の輸出ルートを開拓し取引開始。毎月のコ
ンテナ輸出を開始し、8月からは牛肉の取り
扱いも始めた。

一般財団法人
北海道食品開発流通地興

（北海道函館市）

海外生産 加工 運輸

北海道産品
水産物
農作物
乳製品
菓子
酒等 荷受け

輸出手続き

輸
入
業
者

百貨店
スーパー
ホテル
飲食店
等

仲介

輸出事業者

販
売

仕
入
れ

納
品

輸出額の上位アイテム（万円）
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

豚肉の販路調整

生産者が買い叩かれること
のない事業継続可能な適
正価格を提案し、独自の
販路を開拓した。また牛肉
のニーズもあり、販促にはポ
スターなどを作り、現地の飲
食店などに配布している。

アイスクリームの中国へ向け
た輸出について４省庁と協
議し農水省から認可を受け
る。

アイスクリームの
規制緩和

日本から上海へ向けて初め
てのアイスクリームのコンテナ
輸出を行った。また、香港に
向けては高乳脂肪率のアイ
スクリームの規制緩和に向
けて、香港食物環境衛生
局の許可を得てアイスクリー
ムの市場を構築した。

冬の長い北海道の気候的
特徴から、どうしても冬は農
作物が出荷できない時季
が長くなる。売り場の確保が
課題になっていた。

南瓜の貯蔵実験

夏に採った南瓜の保存期
間を(本来は12月ごろまで
しかもたない)翌年2月まで
延ばすことが可能となるよう
に産地と生産者とともに技
術開発を行っている。

●2020年10月末、アリババTmall にて地方版として初めて北海道食品モールを開設する。
出品者は道内の中小メーカー、生産者など。現在は菓子を中心に50品目ほど集まってい
る。すでに多くの閲覧数があり中国での注目度は高い。中国系食品グループ企業と提携し、
輸出入、通関、現地流通をスムーズに行う体制を構築。また、商品は全て当財団で買い
取り、小さなメーカーでもリスクなく出品できる仕組みとした。

●コロナの影響もあり、越境ECによるオンライン販売は中国国内で大きく増加し、マーケットは
大きい。輸出をさらに促進できるように取り組む。

今後の展望
▲北京にて日本食文化の
普及促進イベントを主催

▲香港そごう／実演販売で
焼きたてを提供するパフォーマンス

▲香港そごう／カネ〆高橋水産と
連携して海産物コーナーでの販売

▲香港そごう／
スイートコーン、南瓜の販売

規制

●2012年、北海道の食品の開発や流通を通して地域に貢献する目的で設立。13年より
北海道産の食品の輸出を開始。バンコクに北海道産品のアンテナショップ（北海道フード
マートバンコク）を開き、物流も完備。鮮魚や野菜を高級飲食店へ納品。

●2013年より毎年香港そごうにて北海道フェアの催事を企画運営する。青果やレトルトコー
ン、菓子やヨーグルト、珍味などを取り揃え盛況を博す。

香港のパートナー企業が九
州産の豚肉に代わる新たな
日本産豚肉を探しており、
2019年12月から北海道
ポークの新しい取引を開始
した。
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横浜中央
卸売市場

鯛
鯵
牡蠣

・タイ
・シンガポール
・台湾

輸出金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

仕入・輸出入・現地販売をグループで一貫流通！
取り組み内容 輸出実績の推移
●現地のグループ会社と連携し、輸出入業務
をグループ会社内で行う。現地のニーズをタ
イムリーに把握し、現地が必要とする魚介
類を空輸。

●提携先地方銀行、連携事業者、これまで
の繋がりから日本の漁港生産者の紹介を
受け、仕入れ先の生産者を広める。輸出
先の消費者に着実につなげ、生産者からの
相談の問合せを増加させた。

●市場に出回らないブランド魚について、扱い
方を現地パートナーへ伝え、価値を上げて
提供し、現地消費者のファンを増やす。

●シンガポール向けは現地消費者のニーズに
より市場で買い付けた野菜果物も出荷。

株式会社
epocトレーディング

（東京都港区）

海外生産 運輸

天然・養殖
生産者

仲卸
・
仕入
・
輸出

現
地
の
輸
入
業
者

※

当
社
関
連
会
社

飲食店

小売店

納
品

納
品

仕入
仲卸

空輸

仕
入

仕入

当社グループ

取引生産者数の推移
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
⿂を届けるルート構築

現地で⿂を調達していた際
の卸売業者に相談し、
横浜中央卸売市場の仲卸
免許を取得。横浜市では
新規の仲卸免許は13年ぶ
りに発⾏され、市場に⾃社
区画を確保した。

⿂の輸出事業は初めての
経験。その中で、顧客から
「⽣きたまま届けてほしい」
など、要望を次々に受ける。
新鮮な⿂を届ける経験がな
いが要望に応えたい。

協⼒を得て実現

知⼈の紹介で東京海洋⼤
学に協⼒頂き、現地までの
温度変化を計測・可視化
を⾏い、スタッフを含めて意
識を⾼めた。輸送の際の保
存⽅法や、産地での活〆等
の協⼒を頂き、独⾃の⼯夫
で輸送⽅法を常に改善。

漁獲量が少ないブランド⿂
は、海外ではあまり流通し
ていないことから⽣産者より
相談された。希少⿂は⾷べ
⽅を知られておらず売れな
い。売れる道を開きたい。

希少⿂に付加価値

海外現地では、⽇本⾷へ
のリスペクトがあり、かつ、⽇
本で流通が難しいブランド
⿂でも⾷べ⽅を伝えれば流
通⿂以上に価値を持つ。
⾷べ⽅を現地関連会社を
経由して現地店舗・消費
者に伝えて販売に繋げた。

●鮮度を維持した⿂介類を⼤量輸送である「鮮度維持コールドチェーンの構築」を⾏う。
（農林⽔産省令和２年度輸出拠点・流通新技術導⼊モデル形成事業として採択）輸
送を可能にする鮮度維持技術を保有する事業者と協⼒し、2020年末に実現させたい。

●海外の飲⾷店が⽇本の⽔産品を注⽂できるアプリ「epoc mart」を開発中。コロナの影響
により開発作業が延期となっているが、来年夏ごろに稼働予定。

●中国、ミャンマー、インドネシア、アメリカにも展開し、現地のデリバリー体制を構築する。

今後の展望
▲温度ロガーをつけて

温度変化を計測・可視化▲輸出⽤鮮⿂を
⼀尾ずつ梱包

▲横浜中央卸売市場
の出荷準備状況

●前職にて海外への出店を経験。経験を活かし海外進出コンサルティング事業を開始。その
中でタイ⽇系デパートのリニューアルオープンに企画を提案、企画が採⽤となり、直営の依
頼を受け、現地の会社を設⽴し事業を開始。（現在は当社副代表が代表として運営）

●現地での飲⾷事業の中で、⽇本産の⿂介類の品質を改めて認識、⽇本からの仕⼊れを
⾃社で⾏うことを決意し、当社を設⽴。現地仕⼊れで繋がっていた横浜中央卸売市場の
仲卸から紹介を受け、市場の⼀⾓から⽻⽥空港経由で空輸による輸出事業を開始。

海外で⽴ち上げた寿司店・
鮮⿂店等を営業する関連
会社に、⾃⾝が⿂を調達・
選別し届けたい。⽇本から
届けるルートを構築するため
に、市場の仲卸免許が必要。

▲現地（タイ）関連会社
加⼯・荷捌き・デリバリー拠点

▲横浜中央卸売市場
の当社「⿂勝」区画



輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
魚を届けるルート構築

現地で魚を調達していた際
の卸売業者に相談し、
横浜中央卸売市場の仲卸
免許を取得。横浜市では
新規の仲卸免許は13年ぶ
りに発行され、市場に自社
区画を確保した。

魚の輸出事業は初めての
経験。その中で、顧客から
「生きたまま届けてほしい」
など、要望を次々に受ける。
新鮮な魚を届ける経験がな
いが要望に応えたい。

協力を得て実現

知人の紹介で東京海洋大
学に協力頂き、現地までの
温度変化を計測・可視化
を行い、スタッフを含めて意
識を高めた。輸送の際の保
存方法や、産地での活〆等
の協力を頂き、独自の工夫
で輸送方法を常に改善。

漁獲量が少ないブランド魚
は、海外ではあまり流通し
ていないことから生産者より
相談された。希少魚は食べ
方を知られておらず売れな
い。売れる道を開きたい。

希少魚に付加価値

海外現地では、日本食へ
のリスペクトがあり、かつ、日
本で流通が難しいブランド
魚でも食べ方を伝えれば流
通魚以上に価値を持つ。
食べ方を現地関連会社を
経由して現地店舗・消費
者に伝えて販売に繋げた。

●鮮度を維持した魚介類を大量輸送である「鮮度維持コールドチェーンの構築」を行う。
（農林水産省令和２年度輸出拠点・流通新技術導入モデル形成事業として採択）輸
送を可能にする鮮度維持技術を保有する事業者と協力し、2020年末に実現させたい。

●海外の飲食店が日本の水産品を注文できるアプリ「epoc mart」を開発中。コロナの影響
により開発作業が延期となっているが、来年夏ごろに稼働予定。

●中国、ミャンマー、インドネシア、アメリカにも展開し、現地のデリバリー体制を構築する。

今後の展望
▲温度ロガーをつけて

温度変化を計測・可視化▲輸出用鮮魚を
一尾ずつ梱包

▲横浜中央卸売市場
の出荷準備状況

協力を得て実現魚を届けるルート構築

●前職にて海外への出店を経験。経験を活かし海外進出コンサルティング事業を開始。その
中でタイ日系デパートのリニューアルオープンに企画を提案、企画が採用となり、直営の依
頼を受け、現地の会社を設立し事業を開始。（現在は当社副代表が代表として運営）

●現地での飲食事業の中で、日本産の魚介類の品質を改めて認識、日本からの仕入れを
自社で行うことを決意し、当社を設立。現地仕入れで繋がっていた横浜中央卸売市場の
仲卸から紹介を受け、市場の一角から羽田空港経由で空輸による輸出事業を開始。

海外で立ち上げた寿司店・
鮮魚店等を営業する関連
会社に、自身が魚を調達・
選別し届けたい。日本から
届けるルートを構築するため
に、市場の仲卸免許が必要。

▲現地（タイ）関連会社
加工・荷捌き・デリバリー拠点
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
⿂を届けるルート構築

現地で⿂を調達していた際
の卸売業者に相談し、
横浜中央卸売市場の仲卸
免許を取得。横浜市では
新規の仲卸免許は13年ぶ
りに発⾏され、市場に⾃社
区画を確保した。

⿂の輸出事業は初めての
経験。その中で、顧客から
「⽣きたまま届けてほしい」
など、要望を次々に受ける。
新鮮な⿂を届ける経験がな
いが要望に応えたい。

協⼒を得て実現

知⼈の紹介で東京海洋⼤
学に協⼒頂き、現地までの
温度変化を計測・可視化
を⾏い、スタッフを含めて意
識を⾼めた。輸送の際の保
存⽅法や、産地での活〆等
の協⼒を頂き、独⾃の⼯夫
で輸送⽅法を常に改善。

漁獲量が少ないブランド⿂
は、海外ではあまり流通し
ていないことから⽣産者より
相談された。希少⿂は⾷べ
⽅を知られておらず売れな
い。売れる道を開きたい。

希少⿂に付加価値

海外現地では、⽇本⾷へ
のリスペクトがあり、かつ、⽇
本で流通が難しいブランド
⿂でも⾷べ⽅を伝えれば流
通⿂以上に価値を持つ。
⾷べ⽅を現地関連会社を
経由して現地店舗・消費
者に伝えて販売に繋げた。

●鮮度を維持した⿂介類を⼤量輸送である「鮮度維持コールドチェーンの構築」を⾏う。
（農林⽔産省令和２年度輸出拠点・流通新技術導⼊モデル形成事業として採択）輸
送を可能にする鮮度維持技術を保有する事業者と協⼒し、2020年末に実現させたい。

●海外の飲⾷店が⽇本の⽔産品を注⽂できるアプリ「epoc mart」を開発中。コロナの影響
により開発作業が延期となっているが、来年夏ごろに稼働予定。

●中国、ミャンマー、インドネシア、アメリカにも展開し、現地のデリバリー体制を構築する。

今後の展望
▲温度ロガーをつけて

温度変化を計測・可視化▲輸出⽤鮮⿂を
⼀尾ずつ梱包

▲横浜中央卸売市場
の出荷準備状況

●前職にて海外への出店を経験。経験を活かし海外進出コンサルティング事業を開始。その
中でタイ⽇系デパートのリニューアルオープンに企画を提案、企画が採⽤となり、直営の依
頼を受け、現地の会社を設⽴し事業を開始。（現在は当社副代表が代表として運営）

●現地での飲⾷事業の中で、⽇本産の⿂介類の品質を改めて認識、⽇本からの仕⼊れを
⾃社で⾏うことを決意し、当社を設⽴。現地仕⼊れで繋がっていた横浜中央卸売市場の
仲卸から紹介を受け、市場の⼀⾓から⽻⽥空港経由で空輸による輸出事業を開始。

海外で⽴ち上げた寿司店・
鮮⿂店等を営業する関連
会社に、⾃⾝が⿂を調達・
選別し届けたい。⽇本から
届けるルートを構築するため
に、市場の仲卸免許が必要。

▲現地（タイ）関連会社
加⼯・荷捌き・デリバリー拠点

▲横浜中央卸売市場
の当社「⿂勝」区画



日本酒
・龍吟 1.8L
・龍吟 720ml
・龍吟 300ml

・中国
・台湾
・香港

輸出金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

日本酒を気軽に楽しめる定番酒として提案
取り組み内容 輸出実績の推移

上位アイテム輸出量の推移（ℓ）

●輸出国によって高価格帯と低価格帯の商
品を分けて戦略的に販売し、日本酒ニーズ
のさらなる拡大と底上げを目指している。

●中国向けに低価格のPB商品を展開。特に
1.8ℓ瓶の実績が大きい。現地の白酒のよ
うに金額を気にせず気軽に楽しんでもらえる
ような日本酒のあり方を目指す。

●香港向けには国内向けの高級酒に一枚一
枚手書きのラベルを作成し、手張りするなど
特別感や限定感のある高価格商品を精力
的に展開。数十本から小ロットのニーズに対
応。他にはない細やかな提案に小売用ギフ
ト需要が高まる。

奥飛騨酒造株式会社
（岐阜県下呂市）

海外生産 加工 運輸

酒造組合
仕
入
れ 日本酒製造

受発注
販売

プロモー
ション

各
国
の
輸
入
業
者

輸出
商社

日本食
飲食店
酒販店

納
品

仲介

販
売

一部航空便

直接取引

香港・台湾
シンガポール

酒米
JA

買
取
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント

定番酒として提案

日本の輸出業者と連携し
て定番酒としての低価格酒
の開発を行った。普通酒に
専用ラベルを貼り、PB商品
として展開。最高級吟醸酒
の10分の1ほどの価格で販
売され、飲食店で人気を得
て売れ筋商品となった。

PB商品の開発は台湾や香
港でも進めている。特に香
港では、父の日のイベントギ
フト用に一枚一枚筆で手
書きしたラベルが大変好評
であった。

手書きラベル

定番酒とは異なり高級酒の
場合は小さなロットでも柔
軟にニーズを汲み取り、工
夫を凝らして特別感や限定
感を演出している。小さな
地酒メーカーならではの細
やかな取り組みが現地でも
高評価を得ている。

40年前、飛騨地域でも小
さな酒蔵であったが、県で
一番の売上と販売量を目
指し、スタッフ一丸となり努
力を積み重ねた。輸出にも
県内一早く取り組んだ。

明確な目標設定

これまでの実績から商習慣
を理解しスムーズな取引が
可能であるため、輸入業者
からの信頼度が高く新規取
引の引き合いが増えている。
県内酒蔵一の輸出額を誇
るところまで成長することが
できた。

●将来的に全体の売り上げの3割程度まで輸出の売り上げを伸ばしたい。国内シェアは低下
しているが、それを見越した上で海外販路を拡大する予定。現在日本酒の輸出額は岐阜
県内でもっとも多い。次はベトナムへの展開を検討中。

●PB商品の一つに高価格帯の大吟醸を加えることを予定している。吟醸酒にしてはお値打
ちでありながら、少しがんばれば飲めるシリーズとして提案。

●アジアでは果実酒も人気なので飛騨地域の地元産のゆず酒を検討している。地産品（飛
騨牛）とのセット売りなども今後展開していきたい。

今後の展望

中国▶
展示会
の様子

中国向けPB商品（龍吟）
1,800ml、720ml、300ml

香港向けPB商品
（初緑） ▼

◀台湾
展示会
の様子

手書きラベル

●1981年、シンガポールの日系レストランから引き合いがあり輸出を開始。岐阜県では地酒
メーカーとして初めての日本酒輸出となる。その後、89年には香港へと取引を拡大。2008
年韓国系商社からオファーがあり、東南アジアを中心に世界各国へ展開した。

●現地視察の際に現地のレストランで、現地の日本人ばかりが日本酒を飲んでいる現場を
目撃。高価格の商品が多いためこのままでは現地外国人に一向に広がらないと考え、中
国へ大衆的な定番酒の提案をするに至る。

中国では日本酒は高級な
イメージがついているため富
裕層にしか浸透していない。
可能な限り安く飲める商品
を展開できないかと提案し
検討を進めた。

▲香港向けPB商品（手書きラベル）

▼ ▼ ▼
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無菌充填
豆腐

・イギリス
・ロシア
・フランス

輸出金額の推移（百万円）

輸出の仕組みチャート

現地の食生活に合わせた製品開発を継続！
取り組み内容 輸出実績の推移
●より美味しい豆腐をお客様にお届けするた
めに、無菌充填機を常に改良、特殊紙容
器の改良を継続。結果、賞味期限を365
日まで伸長させた。

●OEMによるオーガニック豆腐などのPB商品
開発に積極的に取り組み、海外現地商社
要望のもと、現地のニーズに合わせた改良
を常に行い、消費者が受け入れやすい商品
を提供している。

●FSSC22000（食品安全マネジメントシス
テム国際規格）を取得し、輸出先国に安
心安全を届けるための努力を続けている。

海外生産 加工 運輸

国産
大豆

中国産
オーガニッ
ク大豆

仕
入

豆腐の
製造・販売

各
国
の
輸
入
業
者
・
代
理
店

飲食
店

流通
小売
店

納
品

納
品

販売

海上輸送

北米産
大豆

商
社

販売

輸出金額の割合（％）

仕
入

仕
入

販
売

さとの雪食品株式会社
四国化工機株式会社

（徳島県鳴門市/板野郡北島町）
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輸出に取り組んだ背景

課題と解決のポイント
現地食文化に対応

現地展示会や商社からの
情報で現地の嗜好を積極
的に理解する。現地の好む
「硬さ」の豆腐を開発中。
現地の食文化に合わせて
改良を重ねる。合わせて、
日本の食べ方の提案を、豆
腐のパッケージに掲載。

日本食ブームとともに、他社
豆腐メーカーも海外市場に
参入。他社では、現地工
場を設置するなど、海外で
の豆腐の流通を本格的に
進めている。

付加価値で勝負！

当社はMade in Japanや
オーガニックであることをウリと
し、こだわりを持つ消費者
向けに、現地工場の豆腐と
比較し1.3～1.5倍の価格
設定で販売。「日本」ブラン
ドとして輸出し、現地での付
加価値需要を増やす。

世界的な日本食への関心
の高まりと、健康志向に合
わせ、輸出先を増やしたい。
輸出拡大において、安心
安全の証明として国際認
証の必要性に迫られた。

国際認証の取得

四国化工機㈱御殿場工
場にて、2020年4月に
FSSC22000（食品安全
マネジメントシステム国際規
格）を取得した。輸出先
国に安心安全を届けるため
の努力を継続している。

●海外現地ニーズに合わせたラインナップを増やす。そのため、生産ラインの拡充を行い、
2021年以降、生産量を増やす。

●イスラム圏への輸出も見込み、ハラル認証取得を進めたい。
●和食がユネスコ世界文化遺産に登録されたことにより、和食文化に合わせて、豆腐の食べ
方、使い方の普及に努めていきたい。

今後の展望

付加価値で勝負！ 国際認証の取得現地食文化に対応

●2000年頃、無菌充填機メーカーとして、海外に工場を持つ顧客に機械を納品・保守を行
いつつ、自社食品の展開についても海外を見据え始め、ロンドンの商社に相談。

●当初、無菌充填豆腐の賞味期限は30日であったため船便での輸出が難しかったが、60
日、180日と賞味期限を伸長させ、365日を実現。賞味期限を伸ばしていく中で、2010
年に海外商社からプライベートブランドの開発を受託するようになり、本格的な輸出を開始。

●商社からの「さとの雪」ブランドの豆腐も要望をいただき、ニーズに合わせてご提供。

日本では豆腐は冷奴のイ
メージが強いが、輸出先現
地では、豆腐をステーキにし
たり、炒めたり、煮込んだり、
日本と異なる食べ方が好ま
れ、日本と嗜好が異なる。

▲常温の棚に陳列されている豆腐

FSSC22000
◀取得の工場

▲展示会
◀風景
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平成28年度（第1回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
【農林水産大臣賞】   
■十勝川西長いも運営協議会（北海道帯広市） 

4Lサイズの長いもを1999年より台湾への輸出を開始し、米国、シンガポールにも販路を拡大。十勝管内の８農協による広域での生産・供給体制を確立。 

■オイシックス株式会社（東京都品川区） 
2009年より、野菜、果物を中心に自社のECサイトを通じて香港の消費者へ直接販売。日常的に消費する生鮮食品を、現地の一般消費者に提供。 

■尾鷲物産株式会社（三重県尾鷲市） 
台湾、シンガポール、中国等に対し、直営養殖のブリ等を輸出。台湾(2015年開始)、ベトナム(2016年開始)に生鮮水産物を空路で定期輸出。 

■旭酒造株式会社（山口県岩国市） 
日本酒を2002年から台湾向けに輸出開始。2003年からNYへ進出し、試飲会等により認知度向上を図る。2007年からフランスにも販路を拡大。 

■株式会社くしまアオイファーム（宮崎県串間市） 
2012年からシンガポール向けの輸出を開始し、香港、台湾に拡大。需要が高い小ぶりなサイズのサツマイモを栽培する小畦密植栽培法を開発・実践。 

 
 
【農林水産省食料産業局長賞】   
■阪和興業株式会社（東京都中央区） 

2006年のインド向け輸出を契機に、丸太を中国、台湾、韓国、フィリピンへ販路を拡大。 

■トップ・トレーディング株式会社（東京都千代田区） 
EU域内15か国への加工食品の輸出に加え、2012年にゆずの賞味会や高級レストラン等への売込により需要を喚起し、国内で初めてEUへ生鮮ゆずを輸出。 

■株式会社新潟農商（新潟県新潟市） 
2011年から香港向けに⽞米輸出・現地精米を開始。2013年にはモンゴルに合弁企業を設立し、シンガポール、ハワイ、ベトナムにも販路拡大。 

■株式会社ヤマト醬油味噌（石川県金沢市） 
味噌・醤油をフランス、米国等へ輸出。2011年から2014年までの3年間で、年間輸出額を5,000万円から1億円にまで急伸。2012年にFSSC22000を取得。 

■福島鰹株式会社（京都府京都市） 
2011年より米国、韓国、台湾等へだし原料を輸出。顧客のニーズを捉えた商品開発。本業態で初のハラール認証を取得。2014年に米国に現地法人を設立。 

■株式会社なにわ花いちば（大阪府大阪市） 
2008年からニューヨークやシカゴ等の大都市での花きのプロモーションを展開し、北米、中国、台湾、オランダ等へ輸出。航空便輸送の定期ルートを確立。 

■株式会社神明（兵庫県神戸市） 
2010年より精米等を香港、豪州、米国等へ輸出し、米国、香港等には営業拠点を設置。FSSC22000取得。香港の気候に合わせて真空包装袋による業務⽤米販売。 

■北川村ゆず王国株式会社（高知県北川村） 
EU向け検疫条件を満たした園地等の登録に取り組み、2012年にフランスへゆず⻘果を国内初輸出。同年にフランスやスペインのシェフ等を招へいし、ゆず賞味会を実施。 

■木材輸出戦略協議会（鹿児島県志布志市） 
宮崎県、鹿児島県の４森林組合が連携し、スギ、ヒノキ等の原木の安定的確保を実現。韓国への輸出を⽪切りに、中国への輸出拡大。 

■東町漁業協同組合（鹿児島県長島町） 
養殖ブリを、北米、アジア、EU向けに輸出。1998年に養殖魚としては国内初となるHACCP認証取得、輸出拡大に向け施設を整備。 

■オリオンビール株式会社（沖縄県浦添市） 
2016年に台湾に事務所を開設。米国、中華圏、東南アジア、オセアニア等の各エリアに担当者を配置し、効果的な営業を展開。 
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平成29年度（第2回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
【農林水産大臣賞】   
■株式会社Wakka Japan(北海道札幌市） 
香港、台湾、ハワイ、シンガポールに日本産米専門店を設立。⽞米を輸出し、現地店舗にて精米して販売。日本のコメ輸出量(2016年)の約１割を同社が輸出。 

■丸山製茶株式会社（静岡県掛川市） 
輸出先国の嗜好にあった日本茶・抹茶を生産、製品開発により輸出。ロンドンを拠点に現地流通業者を介さず輸出を拡大。 

■株式会社スギヨ（石川県七尾市） 
1976年から米国を最初に、中国、香港、台湾等に「かに風味かまぼこ」を輸出。2004年からニーズに応じた改良により、高付加価値製品を供給し他社製品と差別化。  

■全国農業協同組合連合会鳥取県本部（鳥取県鳥取市） 
1933年から二十世紀梨の輸出を開始し、近年は二十世紀梨の輸出ルート活⽤により、台湾、米国等向けに、スイカ、肉、野菜等の輸出を拡大。 

■サンキョーミート株式会社（鹿児島県志布志市） 
2006年から対米牛肉輸出を開始。以降、11ヵ国・地域（カナダ、中国等）の施設認定を取得し、現在42ヵ国への牛肉輸出体制を整え、輸出を拡大。 

 
 
【農林水産省食料産業局長賞】   
■西山製麺株式会社（北海道札幌市） 

1987年より札幌ラーメンの麺、タレ等をドイツ、米国等26ヵ国・地域へ輸出。麺は全て自社工場で生産し、商社を通さず専⽤の冷凍コンテナにより現地へ輸出。 

■⻘森県農村工業農業協同組合連合会（⻘森県弘前市） 
独自の製法により酸化防止剤を使⽤しないりんごジュースを香港、台湾等へ輸出。生食⽤として市場に出回らないりんごを活⽤する等、生産者の所得向上にも寄与。  

■株式会社南部美人（岩手県二戸市） 
1997年から日本酒を米国、香港等に輸出開始。2013年にKOSHERの認定を受け、現在30ヵ国以上へ輸出。他の酒蔵と共に、欧米、アジア等へ普及啓蒙を展開。 

■株式会社新丸正（静岡県焼津市） 
水揚げから加工の全てが「MADE IN YAIZU」のかつお節を米国、香港等へ輸出。2017年に全国で初めて対EU・HACCP認定を取得、EU向けに輸出。 

■株式会社北雪酒造（新潟県佐渡市） 
レストランNOBUに、国内で唯一の日本酒提供酒蔵。これを主軸に米国、EU等世界各国に輸出。主原料は、地元農家が契約栽培する酒米を使⽤。 

■丸美産業株式会社（愛知県飛島村） 
国内の規格にはなかったサイズに造材するなど間伐材等の海外需要を掘り起こして未利⽤材が商品になる可能性を示し、輸出を拡大。2017年FSC認証、PEFC認証を取得。 

■株式会社鈴木栄光堂（岐阜県大垣市） 
2014年から自社製品だけではなく、国内菓子メーカーと協業で顧客の要望する菓子製品を企画・製造した商品を輸出。香港に現地取引先との協業でアンテナショップを開店。 

■京都⻘果合同株式会社（京都府京都市） 
2014年香港の⻘果物国際展示会に出展。京野菜等の販促・PRを展開し、輸出を拡大。飲食店向けに京野菜メニュー作成・商品化等による多角的にPRして、認知度向上を図る。 

■白鶴酒造株式会社（兵庫県神戸市） 
輸出主要国の嗜好に即した海外専⽤商品を開発し、50ヶ国へ輸出。現地総代理店に資本出資した現地法人を活⽤し、現地企業への積極的な日本酒の啓発活動を展開。 

■三島食品株式会社（広島県広島市） 
1960年からふりかけ、調味料等を米国、台湾等へ輸出。マーケティング活動により、現地ニーズにマッチした商品を開発。対米HACCP、ISO14001、FSSC22000認証を取得。 
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平成28年度（第1回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
【農林水産大臣賞】   
■十勝川西長いも運営協議会（北海道帯広市） 

4Lサイズの長いもを1999年より台湾への輸出を開始し、米国、シンガポールにも販路を拡大。十勝管内の８農協による広域での生産・供給体制を確立。 

■オイシックス株式会社（東京都品川区） 
2009年より、野菜、果物を中心に自社のECサイトを通じて香港の消費者へ直接販売。日常的に消費する生鮮食品を、現地の一般消費者に提供。 

■尾鷲物産株式会社（三重県尾鷲市） 
台湾、シンガポール、中国等に対し、直営養殖のブリ等を輸出。台湾(2015年開始)、ベトナム(2016年開始)に生鮮水産物を空路で定期輸出。 

■旭酒造株式会社（山口県岩国市） 
日本酒を2002年から台湾向けに輸出開始。2003年からNYへ進出し、試飲会等により認知度向上を図る。2007年からフランスにも販路を拡大。 

■株式会社くしまアオイファーム（宮崎県串間市） 
2012年からシンガポール向けの輸出を開始し、香港、台湾に拡大。需要が高い小ぶりなサイズのサツマイモを栽培する小畦密植栽培法を開発・実践。 

 
 
【農林水産省食料産業局長賞】   
■阪和興業株式会社（東京都中央区） 

2006年のインド向け輸出を契機に、丸太を中国、台湾、韓国、フィリピンへ販路を拡大。 

■トップ・トレーディング株式会社（東京都千代田区） 
EU域内15か国への加工食品の輸出に加え、2012年にゆずの賞味会や高級レストラン等への売込により需要を喚起し、国内で初めてEUへ生鮮ゆずを輸出。 

■株式会社新潟農商（新潟県新潟市） 
2011年から香港向けに⽞米輸出・現地精米を開始。2013年にはモンゴルに合弁企業を設立し、シンガポール、ハワイ、ベトナムにも販路拡大。 

■株式会社ヤマト醬油味噌（石川県金沢市） 
味噌・醤油をフランス、米国等へ輸出。2011年から2014年までの3年間で、年間輸出額を5,000万円から1億円にまで急伸。2012年にFSSC22000を取得。 

■福島鰹株式会社（京都府京都市） 
2011年より米国、韓国、台湾等へだし原料を輸出。顧客のニーズを捉えた商品開発。本業態で初のハラール認証を取得。2014年に米国に現地法人を設立。 

■株式会社なにわ花いちば（大阪府大阪市） 
2008年からニューヨークやシカゴ等の大都市での花きのプロモーションを展開し、北米、中国、台湾、オランダ等へ輸出。航空便輸送の定期ルートを確立。 

■株式会社神明（兵庫県神戸市） 
2010年より精米等を香港、豪州、米国等へ輸出し、米国、香港等には営業拠点を設置。FSSC22000取得。香港の気候に合わせて真空包装袋による業務⽤米販売。 

■北川村ゆず王国株式会社（高知県北川村） 
EU向け検疫条件を満たした園地等の登録に取り組み、2012年にフランスへゆず⻘果を国内初輸出。同年にフランスやスペインのシェフ等を招へいし、ゆず賞味会を実施。 

■木材輸出戦略協議会（鹿児島県志布志市） 
宮崎県、鹿児島県の４森林組合が連携し、スギ、ヒノキ等の原木の安定的確保を実現。韓国への輸出を⽪切りに、中国への輸出拡大。 

■東町漁業協同組合（鹿児島県長島町） 
養殖ブリを、北米、アジア、EU向けに輸出。1998年に養殖魚としては国内初となるHACCP認証取得、輸出拡大に向け施設を整備。 

■オリオンビール株式会社（沖縄県浦添市） 
2016年に台湾に事務所を開設。米国、中華圏、東南アジア、オセアニア等の各エリアに担当者を配置し、効果的な営業を展開。 
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平成29年度（第2回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
【農林水産大臣賞】   
■株式会社Wakka Japan(北海道札幌市） 
香港、台湾、ハワイ、シンガポールに日本産米専門店を設立。⽞米を輸出し、現地店舗にて精米して販売。日本のコメ輸出量(2016年)の約１割を同社が輸出。 

■丸山製茶株式会社（静岡県掛川市） 
輸出先国の嗜好にあった日本茶・抹茶を生産、製品開発により輸出。ロンドンを拠点に現地流通業者を介さず輸出を拡大。 

■株式会社スギヨ（石川県七尾市） 
1976年から米国を最初に、中国、香港、台湾等に「かに風味かまぼこ」を輸出。2004年からニーズに応じた改良により、高付加価値製品を供給し他社製品と差別化。  

■全国農業協同組合連合会鳥取県本部（鳥取県鳥取市） 
1933年から二十世紀梨の輸出を開始し、近年は二十世紀梨の輸出ルート活⽤により、台湾、米国等向けに、スイカ、肉、野菜等の輸出を拡大。 

■サンキョーミート株式会社（鹿児島県志布志市） 
2006年から対米牛肉輸出を開始。以降、11ヵ国・地域（カナダ、中国等）の施設認定を取得し、現在42ヵ国への牛肉輸出体制を整え、輸出を拡大。 

 
 
【農林水産省食料産業局長賞】   
■西山製麺株式会社（北海道札幌市） 

1987年より札幌ラーメンの麺、タレ等をドイツ、米国等26ヵ国・地域へ輸出。麺は全て自社工場で生産し、商社を通さず専⽤の冷凍コンテナにより現地へ輸出。 

■⻘森県農村工業農業協同組合連合会（⻘森県弘前市） 
独自の製法により酸化防止剤を使⽤しないりんごジュースを香港、台湾等へ輸出。生食⽤として市場に出回らないりんごを活⽤する等、生産者の所得向上にも寄与。  

■株式会社南部美人（岩手県二戸市） 
1997年から日本酒を米国、香港等に輸出開始。2013年にKOSHERの認定を受け、現在30ヵ国以上へ輸出。他の酒蔵と共に、欧米、アジア等へ普及啓蒙を展開。 

■株式会社新丸正（静岡県焼津市） 
水揚げから加工の全てが「MADE IN YAIZU」のかつお節を米国、香港等へ輸出。2017年に全国で初めて対EU・HACCP認定を取得、EU向けに輸出。 

■株式会社北雪酒造（新潟県佐渡市） 
レストランNOBUに、国内で唯一の日本酒提供酒蔵。これを主軸に米国、EU等世界各国に輸出。主原料は、地元農家が契約栽培する酒米を使⽤。 

■丸美産業株式会社（愛知県飛島村） 
国内の規格にはなかったサイズに造材するなど間伐材等の海外需要を掘り起こして未利⽤材が商品になる可能性を示し、輸出を拡大。2017年FSC認証、PEFC認証を取得。 

■株式会社鈴木栄光堂（岐阜県大垣市） 
2014年から自社製品だけではなく、国内菓子メーカーと協業で顧客の要望する菓子製品を企画・製造した商品を輸出。香港に現地取引先との協業でアンテナショップを開店。 

■京都⻘果合同株式会社（京都府京都市） 
2014年香港の⻘果物国際展示会に出展。京野菜等の販促・PRを展開し、輸出を拡大。飲食店向けに京野菜メニュー作成・商品化等による多角的にPRして、認知度向上を図る。 

■白鶴酒造株式会社（兵庫県神戸市） 
輸出主要国の嗜好に即した海外専⽤商品を開発し、50ヶ国へ輸出。現地総代理店に資本出資した現地法人を活⽤し、現地企業への積極的な日本酒の啓発活動を展開。 

■三島食品株式会社（広島県広島市） 
1960年からふりかけ、調味料等を米国、台湾等へ輸出。マーケティング活動により、現地ニーズにマッチした商品を開発。対米HACCP、ISO14001、FSSC22000認証を取得。 
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令和元年度（第4回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 

【農林水産大臣賞】 
■株式会社ヤマナカ（宮城県石巻市） 
持続可能な養殖法で生産された水産物を世界へ（香港、台湾、シンガポール等11カ国） 

■株式会社大水（大阪府大阪市） 
10年前にゼロから立ち上げ産地をブランド化（ナイジェリア、エジプト、ベトナム等27カ国） 

■オタフクソース株式会社（広島県広島市） 
体験でファンづくり、現地が「美味しい！」味づくり（アメリカ、韓国、台湾等52カ国） 

■株式会社ミヤチク（宮崎県都城市）2020年度農林水産祭（多角化経営・経営部門）：日本農林漁業振興会会長賞 
取引先セールスやシェフへの技術指導でブランド確立（アメリカ、台湾、香港等 8 カ国） 

 
 
農林水産省食料産業局長賞 
■⻘森トレーディング株式会社（⻘森県弘前市） 
クールジャパン戦略で⻘森産りんごの認知度を高める（香港、台湾、タイ等9カ国） 

■大七酒造株式会社（福島県二本松市） 
日本酒の高付加価値化によって業界をリード（アメリカ、香港、台湾等43カ国） 

■みなみ信州農業協同組合（長野県飯田市） 
 国内需要低迷期に価格安定化を目指す（台湾、香港、シンガポール等6カ国） 

■豊明花き株式会社（愛知県豊明市） 
市場機能を生かし高品質な日本産花きを輸出（香港、シンガポール、オーストラリア等12カ国） 

■ヤマキ株式会社（愛媛県伊予市） 
顧客ニーズにあわせた商品提案・相談対応！（台湾、アメリカ、韓国等25カ国） 

■株式会社兵殖（大分県津久見市） 
養殖ブリを自社加工、冷蔵ブリを北米・EU・アジアに（北米、アジア、ヨーロッパ等12カ国）     

 
 
公益財団法人食品等流通合理化促進機構会長賞 
■NAX JAPAN株式会社（東京都中央区）  
鮮度重視！スピード実現に向けた継続的変革（香港、台湾、タイ等28カ国） 

■株式会社みすずコーポレーション（長野県長野市） 
和食ブームをチャンスに日本の伝統食を海外に！（アメリカ、韓国、カナダ等16カ国） 

■お茶の通販・京都おぶぶ茶苑合同会社（京都府相楽郡） 
和束のお茶に感動して新規就農「日本茶を世界に」（アメリカ、ロシア、オーストラリア等60カ国） 

■石光商事株式会社（兵庫県神戸市） 
中小事業者へ海外販路開拓の場づくり！（アジア、オセアニア、欧州等25カ国） 
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平成30年度（第3回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 

【農林水産大臣賞】   
■株式会社とかち製菓（北海道河西郡中札内村） 
 製品開発力を武器にハラル対応和菓子で輸出を拡大（マレーシア、台湾、ベトナム等10カ国） 

■Wismettacフーズ株式会社（東京都中央区） 
市場調査に基づく独自ブランド「SUGOI」で小玉りんごを輸出（香港、台湾、タイ等10カ国） 

■金印株式会社（愛知県名古屋市） 
産地（自社農園含む）から海外まで一気通貫型の輸出モデルを構築（米国、英国、ドイツ等65カ国） 

■築野食品工業株式会社（和歌山県伊都郡かつらぎ町） 
米油と米糠由来の有効成分抽出加工と輸出の一環体制を構築（米国、タイ、フランス等30カ国） 

■イヨスイ株式会社（愛媛県宇和島市） 
愛媛県宇和島市発の一気通貫型輸出モデルにより新しいマーケットを開拓（韓国、米国、中国等20カ国） 

■鹿児島堀口製茶有限会社（鹿児島県志布志市） 
化学農薬だけに頼らないスマートIPM農法による輸出向け茶の産地化（米国、台湾、ドイツ等10カ国） 

 
 

【農林水産省食料産業局長賞】   
■株式会社長沼あいす（北海道夕張郡長沼町） 
一次加工品輸出・現地二次加工でコストダウンと作りたてを実現（台湾、シンガポール、マレーシア等） 

■有限会社柏崎⻘果（⻘森県上北郡おいらせ町） 
突破力のある商品開発と取引先のニーズに地道に対応し輸出を拡大（米国、フランス、英国等18カ国） 

■ゼンフーズジャパン株式会社（東京都中央区）  
マグロを中心とした日本食材を通じた日本文化の発信（香港、シンガポール等） 

■株式会社日本農業（東京都品川区） 
最適化による垂直統合型輸出⽤バリューチェーンの構築（タイ、インドネシア、香港等7カ国） 

■株式会社山治（東京都江東区） 
TOYOSU・YAMAHARUをハブとした日本産水産物の輸出モデル（香港、米国、台湾等20カ国） 

■株式会社アライドコーポレーション （神奈川県横浜市）  
SNSを最大限活⽤したプロモーション戦略を実践。（タイ、シンガポール） 

■杉本製茶株式会社（静岡県島田市） 
輸出に特化した生産・販売体制を構築し、有機抹茶を世界に発信（米国、英国、スイス等22カ国） 

■有限会社澤井牧場（滋賀県蒲生郡竜王町） 
近江牛発祥の地から世界へ、地域一帯となって「近江牛」ブランドを発信（シンガポール、タイ、インドネシア等10カ国） 

■株式会社ダイニチ（愛媛県宇和島市） 
“海外に一番近い日本”から鮮度抜群の魚をお届け（米国、タイ、オランダ等10カ国） 
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令和元年度（第4回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 

【農林水産大臣賞】 
■株式会社ヤマナカ（宮城県石巻市） 
持続可能な養殖法で生産された水産物を世界へ（香港、台湾、シンガポール等11カ国） 

■株式会社大水（大阪府大阪市） 
10年前にゼロから立ち上げ産地をブランド化（ナイジェリア、エジプト、ベトナム等27カ国） 

■オタフクソース株式会社（広島県広島市） 
体験でファンづくり、現地が「美味しい！」味づくり（アメリカ、韓国、台湾等52カ国） 

■株式会社ミヤチク（宮崎県都城市）2020年度農林水産祭（多角化経営・経営部門）：日本農林漁業振興会会長賞 
取引先セールスやシェフへの技術指導でブランド確立（アメリカ、台湾、香港等 8 カ国） 

 
 
農林水産省食料産業局長賞 
■⻘森トレーディング株式会社（⻘森県弘前市） 
クールジャパン戦略で⻘森産りんごの認知度を高める（香港、台湾、タイ等9カ国） 

■大七酒造株式会社（福島県二本松市） 
日本酒の高付加価値化によって業界をリード（アメリカ、香港、台湾等43カ国） 

■みなみ信州農業協同組合（長野県飯田市） 
 国内需要低迷期に価格安定化を目指す（台湾、香港、シンガポール等6カ国） 

■豊明花き株式会社（愛知県豊明市） 
市場機能を生かし高品質な日本産花きを輸出（香港、シンガポール、オーストラリア等12カ国） 

■ヤマキ株式会社（愛媛県伊予市） 
顧客ニーズにあわせた商品提案・相談対応！（台湾、アメリカ、韓国等25カ国） 

■株式会社兵殖（大分県津久見市） 
養殖ブリを自社加工、冷蔵ブリを北米・EU・アジアに（北米、アジア、ヨーロッパ等12カ国）     

 
 
公益財団法人食品等流通合理化促進機構会長賞 
■NAX JAPAN株式会社（東京都中央区）  
鮮度重視！スピード実現に向けた継続的変革（香港、台湾、タイ等28カ国） 

■株式会社みすずコーポレーション（長野県長野市） 
和食ブームをチャンスに日本の伝統食を海外に！（アメリカ、韓国、カナダ等16カ国） 

■お茶の通販・京都おぶぶ茶苑合同会社（京都府相楽郡） 
和束のお茶に感動して新規就農「日本茶を世界に」（アメリカ、ロシア、オーストラリア等60カ国） 

■石光商事株式会社（兵庫県神戸市） 
中小事業者へ海外販路開拓の場づくり！（アジア、オセアニア、欧州等25カ国） 
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平成30年度（第3回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 

【農林水産大臣賞】   
■株式会社とかち製菓（北海道河西郡中札内村） 
 製品開発力を武器にハラル対応和菓子で輸出を拡大（マレーシア、台湾、ベトナム等10カ国） 

■Wismettacフーズ株式会社（東京都中央区） 
市場調査に基づく独自ブランド「SUGOI」で小玉りんごを輸出（香港、台湾、タイ等10カ国） 

■金印株式会社（愛知県名古屋市） 
産地（自社農園含む）から海外まで一気通貫型の輸出モデルを構築（米国、英国、ドイツ等65カ国） 

■築野食品工業株式会社（和歌山県伊都郡かつらぎ町） 
米油と米糠由来の有効成分抽出加工と輸出の一環体制を構築（米国、タイ、フランス等30カ国） 

■イヨスイ株式会社（愛媛県宇和島市） 
愛媛県宇和島市発の一気通貫型輸出モデルにより新しいマーケットを開拓（韓国、米国、中国等20カ国） 

■鹿児島堀口製茶有限会社（鹿児島県志布志市） 
化学農薬だけに頼らないスマートIPM農法による輸出向け茶の産地化（米国、台湾、ドイツ等10カ国） 

 
 

【農林水産省食料産業局長賞】   
■株式会社長沼あいす（北海道夕張郡長沼町） 
一次加工品輸出・現地二次加工でコストダウンと作りたてを実現（台湾、シンガポール、マレーシア等） 

■有限会社柏崎⻘果（⻘森県上北郡おいらせ町） 
突破力のある商品開発と取引先のニーズに地道に対応し輸出を拡大（米国、フランス、英国等18カ国） 

■ゼンフーズジャパン株式会社（東京都中央区）  
マグロを中心とした日本食材を通じた日本文化の発信（香港、シンガポール等） 

■株式会社日本農業（東京都品川区） 
最適化による垂直統合型輸出⽤バリューチェーンの構築（タイ、インドネシア、香港等7カ国） 

■株式会社山治（東京都江東区） 
TOYOSU・YAMAHARUをハブとした日本産水産物の輸出モデル（香港、米国、台湾等20カ国） 

■株式会社アライドコーポレーション （神奈川県横浜市）  
SNSを最大限活⽤したプロモーション戦略を実践。（タイ、シンガポール） 

■杉本製茶株式会社（静岡県島田市） 
輸出に特化した生産・販売体制を構築し、有機抹茶を世界に発信（米国、英国、スイス等22カ国） 

■有限会社澤井牧場（滋賀県蒲生郡竜王町） 
近江牛発祥の地から世界へ、地域一帯となって「近江牛」ブランドを発信（シンガポール、タイ、インドネシア等10カ国） 

■株式会社ダイニチ（愛媛県宇和島市） 
“海外に一番近い日本”から鮮度抜群の魚をお届け（米国、タイ、オランダ等10カ国） 
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令和2年度（第5回）輸出に取り組む優良事業者表彰 
 
趣旨 
海外における日本食・食文化の一層の理解深化と日本産農林水産物・食品の輸出促進及び事業者の輸出意欲の喚起に
向けて、日本産農林水産物・食品の輸出に関わる業務に携わる団体または個人を広く発掘し、その取組内容を表彰するとと
もに、取組内容を広く周知することにより、食品産業全体での日本産農林水産物・食品の輸出を促進することを目的としてい
ます。 

 
 
主催等 
主催：公益財団法人食品等流通合理化促進機構 
後援：全国商工会連合会 

全国中小企業団体中央会 
株式会社日本政策金融公庫 
公益社団法人日本農業法人協会 
独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO） 
 

 
賞の種類 
農林水産大臣賞…4点 / 農林水産省食料産業局長賞…６点 / （公財）食品等流通合理化促進機構会長賞…４点 
 

 
表彰対象 
表彰対象事業者は、我が国の農林水産物・食品の輸出に係わる業務に携わる団体（企業、法人、任意団体等）又は個
人とします。 

 
 
選賞基準 
学識経験者・有識者からなる「輸出に取り組む優良事業者表彰審査委員会」を設置し、「輸出に取り組む優良事業者表
彰選賞基準」により審査委員が選考を行いました。 

 
 
審査経過 
第 1回審査委員会  令和 2年５月 7日（木）：優良事例募集要項・スケジュール等の検討・確定     
参加者募集   令和 2年 6月 1日（月）～8月 14日（金）：応募者 96社（団体） 
第 2回審査委員会  令和 2年 9月 3日（木）：受賞候補を選定し、候補者に対し現地訪問調査を実施 
第 3回審査委員会  令和 2年 10月 8日（木）：現地訪問調査結果等を参考に審査し、候補者を最終確定 
表彰式典   令和 2年 12月 11日（金）16:00～17:30:ザ・キャピトルホテル東急 
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公益財団法人 食品等流通合理化促進機構
令和2年12月11日

事 例 集

輸出に取り組む
優良事業者表彰

令和2年度

発行者 公益財団法人 食品等流通合理化促進機構
 〒101-0032 東京都千代田区岩本町3-4-5 第1東ビル6階
 TEL 03-5809-2176　FAX 03-5809-2183

農林水産省 令和2年度 農林水産物・食品輸出促進対策事業
海外需要創出等支援対策事業（輸出に取り組む優良事業者表彰事業）
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